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文書管理規程（中会社・卸売業）

（目的）
第１条　この規程は、文書の保存および廃棄に関する処理について定め、事務の合理的運営を図ることを目的とする。

（文書の範囲）
第２条　この規程における「文書」とは、会社の業務上必要に応じて作成、収集し、または社外に提出するすべての書類（諸規程、稟議書、議事録、往復文書、通知書、調書、報告書、契約書、証拠書類、参考書類、帳簿、伝票、磁気データ、コンピュータの記憶媒体、マイクロフィルム、ビデオテープ、録音テープ、その他会社業務に必要な一切の記録）で、一定期間の保存を要するものをいう。

（私有禁止）
第３条　文書はすべて会社組織に帰属し、私有してはならない。

（文書管理の主管）
第４条　文書管理の主管部署は、総務部とする。

（機密文書取扱い）

第５条　文書の内容が、機密に属する場合は、別に定める「情報管理規程」に基づき取り扱うものとする。

２　機密文書は、「極秘」「秘」「社外秘」の区別を書類に明示しなければならない。

（文書の整理）
第６条　文書は、各部署で管理責任者を定め、処理・未処理の区分を明確にし、内容に応じて適切なファイリング・整理を行わなければならない。

（保存期間）
第７条　文書の保存期間は、原則として次のとおりとする。ただし、必要に応じて関係部署と協議のうえ、期間の短縮または延長することができる。

　(1)　永久保存

　　①　定款および諸規程ならびに内規など

　　②　官公庁より受けた免許、許可、認可に関する証書のうち重要なもの

　　③　重要な契約書および証書（金銭消費貸借契約書、保険証書など）

　　④　土地、建物に関する書類（売買契約書、賃貸借契約書など）

　　⑤　訴訟に関する書類

　　⑥　登記、登録に関する書類（登記権利証など）

　　⑦　株主総会議事録、取締役会議事録および監査役会議事録

　　⑧　決算に関する重要書類（営業報告書、貸借対照表、原価計算書、有価証券報告書、税務申告書、その他総勘定元帳など重要な会計文書）

　　⑨　重要な統計および調査資料

　　⑩　会社財産に関する書類（資産管理台帳など）

　　⑪　重要な人事関係書類

　(2)　10年保存

　　①　会計帳簿およびその関係書類（補助簿、仕訳票、原価台帳など）

　　②　営業に関する重要書類（売上日計表、棚卸表など）

　　③　重要な人事関係書類

　　④　稟議書および添付書類

　(3)　７年保存

　　①　税務上、保存を義務付けられた文書

　　②　その他の重要書類

　(4)　５年保存

　　①　各種の予算に関する書類（売掛金・買掛金残高証明書、日計表・月計表など）

　　②　株主総会委任状および株式に関する書類（委任状、招集通知、決議通知、配当金支払通知書など）

　　③　健康診断簿

　　④　従業員の勤怠に関する書類（出勤簿など）

　　⑤　公租公課、負担金に関する書類（住民税台帳、その他納付書類など）

　　⑥　重要な参考書類

　(5)　３年保存

　　①　人事関係書類（労働者名簿、賃金台帳、災害補償、社会保険に関する帳簿その他関係書類など）

　　②　その他軽易な文書

　(6)　１年保存

　　①　一時的に保存する文書

（保存の方法）
第８条　保存文書は、会計年度ごとに所管部署においてファイルし、文書名、保存期間、保存の開始日および終了日、その他文書保存に必要な事項を明記し、保存しなければならない。

（保存場所の基準）
第９条　文書を保存するときは、担当者不在のときでも容易に引き出せるように整理しておかなければならない。

２　重要書類は、施錠できる金属製キャビネットに保存しなければならない。

（廃棄処分）
第10条　文書保存期間を経過した文書は、関係部署と協議のうえ、原則として焼却処分とする。

２　保存期間中であっても、所管部門長が保存する必要がないと判断したときは、前項の処分方法により廃棄することができる。

３　期限到来後も保存が必要な文書については、所管部門長が保存に必要な期間を定めて保存を継続するものとする。

付　　則

（施行）
第11条　この規程は、平成○年○月○日から施行する。































